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議題（１） 野田市国民健康保険保健事業について



野田市国民健康保険保健事業について

　　　’

　市では、平成30年度から国民健康保険加入者の健康増進及び医療費を抑制するため、保

健事業の充実を図っており、健康ポイント事業や人間ドック検査費用の一部助成について

は4月から、特定健康診査の無料化と若者健康診査の無料実施については7月から開始し
た。

　この新たな保健事業については、市報、国保だより、ホームページでの広報や、医療機

関、商業施設、公共施設におけるPRポスターの掲示やPRチラシの配布、自治会長会議、

老人クラブ会長会議、産業祭等の市の行事でのPRチラシの配布を行うなど、積極的な周

知活動を実施している。　　　　　　　，

1　平成30年度の実施状況について

（1）人間ドック検査費用助成

1

　18歳以上の被保険者を対象に、疾病予防、早期発見・早期治療により健康増進を図るこ

とを目的として、平成30年度から人間ドック検査費用の一部助成を開始した。

〈平成30年度の実施状況〉

◇11月末現在申請者数

◇30年度予算積算時の申請者数見込

◇予算に対する申請率

◇年間申請者数見込

449人

，300人

34．5％

672人（月平均56人×12箇月）予算比51．7％

①月別申請者数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 計

男性 34 25 29 35 33 27 38 33 254

女性 27 25 20 37 22 18 19 27 195

計 61 50 49 72 55 45 57 60 449

②年齢別申請者数

10代 20代 30代 40代 50－54 55－59 60－64 65－69 70－74 計

男性 0 0 7 10 3 8 31 123 72 254

女性 0 、1 7 4 3 8 45 82 45 195

計 0 1 14 14 6 16 76 205 117 449
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③医療機関所在地別申請者数

医療機関所在地 人数 割合

野田市∵ 280 β24％

柏市 100 22．3％

流山市 7 1．6％

松戸市 4 0．9％

我孫子市 3 0．7％

千葉市 2 ◎．4％

東京都 37 8．2％’

埼玉県 10 2．2％

茨城県 6 1．3％

計 449　　　100．00％

④検査費用別申請者数（申請者のうち検査費用が確定した者）

検査費用 人数 割合

2◎，◎◎◎円以下 24 8．1％

20，001円以上　30，000円以下 7 2．4％

30，00で円以上　40，000円以下 10 3．4％

　　　　　　　　　（　　14◎，◎田円以上　5000◎円以下　　　　　　　　　　　　　　　1

50，001円以上　60，000円以下 71 23．9％

60，001円以上　70，000円以下・ 26 8．7％

7◎，◎Ol円以上　80，◎◎◎円以下 15 5．◎％

80，001円以上　90，000円以下 9 3．0％

90，001円以上100，000円以下 3 1．0％

拍◎，◎田円以上 5 1．7％

計　　　　　　　　　　　　297　　　100．00％

◇平均利用額 50，418円

◇平均利用額の1／2の額 25，209円
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（2）特定健康診査

　40歳以‡の被保険者を対象に実施している特定健康診査の受診率向上、被保険者の疾病

予防、早期発見・早期治療により健康増進を図ることを目的として、平成30年度から、特

定健康診査の受診時の自己負担額（800円）を廃止し、無料化を開始した。

〈平成30年度の実施状況〉

◇11月末現在受診者数（医療機関請求分）

◇30年度予算積算時の受診者数見込

◇対象者数（11月末現在）

◇年間受診者数見込

4，　408人

11，513人（対象者見込31

31，865人

11，275人

，16人の約37％）

①医療機関からの請求人数（30年度12月以降は推計値）

9月 10月 11月　’ 12月以降
受診期間延

長に伴う増
計

29年度 622 2，354 2，409 5，634
一

11，019

／30年度 677 1，623 2，108 4，612 2255　v

※30年度12月以降は、29年度9月～11月の請求割合から推計した数値を算出した後、

受診期間が1か月増えたことによる見込み人数の2，255人を加算した。

　（健診実施期間）29年度は7／1～10／31、30年度は7／1～11／30

〈人間ドック検査費用助成・消防団健診に係る検査データの取込〉

◇人間ドック受検者デrタ取込見込人数（A）　648人（40歳以上月平均54人×12箇月）

◇消防団健診受診者データ取込見込人数（B）　29人

1

◇見込受診者数（医療機関からの請求人数＋A＋B） 11，952人

◇見込受診率 37．　50／o

②特定健康診査受診率

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度見込

対象者数 32，972 32，261 30，748 29，302 「　31，865

受診者数 11，377 11，366 10，754 10，264 11，952

受診率（行政報告） 33．5％ 34．1％ 33．4％ 33．4％ 37．5％

受診率（法定報告） 34．5％ 35．2％ 35，096 35．0％
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（3）若者健康診査

　18歳以上40歳未満の被保険者について、疾病の予防、早期発見及び早期治療により健

康増進を図るため、若いうちから健康診査等の習慣を身に付けることを目的として、平成

30年度から無料で受診できる若者健康診査を開始した。

（健診実施期間：7／1～11／30）

〈平成30年度の実施状況〉

◇11月末現在受診者数　　　　　　　576人（11月受診者は確定していないため含まず）

◇30年度予算積算時の受診者数見込　400人（対象者見込6，600人の約6°／・）

◇対象者数　　　　　　　　　　6，631人

◇年間受診者数見込　　　　　　　　720人（7～10月の月平均144人×5箇月）

◇受診率見込　　　　　　　　　　　10．9％

①月別受診者数

7月 8月 9月 10月 計

男性 64 54 51 77 246

女性 75 65 91 99 330

計 139 119 142 176 576

②性別受診者数

男 女 計

対象者 3，488 3，143 6，631

受診者 246 、　　330 576

受診率 7．1％ 10．5％ 8．7％

③年齢別受診者数

18～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 計

対象者 251 1，418 ㌧395 1，570 1，997 6，631

受診者 13 72 117 160 214 576

受診率 5．2％ 5．1％ 8．4％ 10．2％ 10．7％ 8．7％
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（4）健康ポイント事業

　18歳以上の被保険者を対象に実施。健康づくり関連事業に参加することにより、事業ご

とに定めたポイントが獲得できる。1，000ポイントを1口とし、野田市共通商品券（1，000

円分）、クオカード（1，000円分）、まめバス回数券（1，100円分）と交換できる（最高3口

まで）。対象事業は、特定健康診査、特定保健指導、人間ドック、がん検診、健康相談、栄

養相談、健康に関する自主取組など（H30．4，1からH31．1．31までの事業が対象）。

　申請期間がH31．2．1～H31．2．28であるため、現時点で申請実績はない。

〈平成30年度の実施状況〉

◇H30予算積算時の申請者数見込　　　　　　　　　　　11，240人

◇ポイント台帳（兼）申請書の配布枚数（11月末現在）’ 約32，　500枚

　　（内訳）国民健康保険料の納入通知書に同封：約30，　000枚

　　　　　　国保年金課窓口・各公共施設で配布：約2，　500枚

①予算積算時見込申請者数

人間ドック検査

費用助成申請者

ざ特定健康診査

　　受診者

若者健康診査

　受診者
計

予算：対象人数　　　　　メ 1，300 11，513 400 13，213・

予算：見込人数 1，110 9，790 340 11，240
　

ト

②人間ドック検査費用助成申請者数見込・特定健康診査、若者健康診査受診者数見込

人間ドック検査

費用助成申請者

特定健康診査

　受診者

若者健康診査

　受診者
計

見込人数 672 11，952 720 13，344

③健康ポイント申請率別申請者数見込（申請率：②のうち健康ポイント申請する割合）

E

申請率
人間ドック検査

費用助成申請者

特定健康診査

　受診者

若者健康診査

　受診者
計

10096 672 11，952 720 13，344

90％ 605 10，757 648 12，010

80％ 538 9，562 576 10，676

7096 8，366 504 9，340

60％ 403 7，171 8，006
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2　平成31年度の新規事業等について

（1）特定健康診査の集団健診の実施

　特定健康診査の受診率向上を図るため、関宿地域において集団健診を実施する。

　集団健診の会場及び実施回数は、関宿保健センターで2回、関宿北部公民館で1回を

予定。

　関宿地域で実施する理由は、野田地域と比較して医療機関数が少ないことから利便性

を向上させることにより、受診者数の増を目的に行う。

（2）特定健康診査の受診勧奨音声案内の実施

　特定健康診査の受診率向上を図るため、自動音声案内システムを導入し、特定健康診

査対象者への受診勧奨を実施する。

◇例年6月20日以降に特定健康診査の受診券を発送。

◇受診券発送から約2～3週間後に、1回目の受診勧奨を行う。

◇10月下旬に2回目の受診勧奨を行う。
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（3）人間ドック検査費用助成の要件緩和等の実施

人間ドック検査費用助成の要件、助成金支給方法及び助成額を変更することでv人間

ドック受検者を増やすことにより、特定健康診査の受診率向上につなげる。

①人間ドック検査費用助成要件の緩和

　　助成対象者として、1年以上継続して本市の国民健康保険の被保険者であることとし

ているが、「1年以上継続して」の要件を削除する。

◇変更理由

　当初、助成金の交付は他市における助成要件の状況なども踏まえて、1年以上の加

入期間を要件としていたが、国保加入と同時に人間ドックを受検したいとの要望があ

ったことや、よ‘り多くの被保険者の検査を促すため要件を緩和する。

②人間ドック検査費用助成金の支給方法の変更

　現在、助成金の支給方法は「償還払い方式」（受検後に助成額を口座振込）のみであ

るが、市内医療機関については「現物給付方式」（受検前に助成券交付）も可能とする。

　現物給付方式では、医療機関の窓口で検査費用全額を支払う必要がなくなる（助成

券により助成金との差額のみの支払で済む）ため、受検者の負担軽減につながる。

◇現物給付方式の対象医療機関

　　人間ドック検査を実施している市内の医療機関

◇手続の流れ

　く償還払い方式〉

　　　助成金交付申請⇒決定通知送付⇒医療機関で検査⇒申請者が検査費用を

　　　支払（全額）⇒申請者が市に助成金請求・検査結果提出⇒市が申請者に支

　　　給（指定口座に振込）　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

〈現物給付方式〉

　　助成金交付申請⇒決定通知・助成券送付⇒医療機関で検査⇒申請者が検

　　査費用を支払（助成金との差額）⇒医療機関が市に助成金分を請求・検査結果

　　提出⇒市が医療機関に支払
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③人間ドック検査費用助成金の上限額の変更

　現在、助成金の額は検査費用の2分の1に相当する額（その額が20，000円を超える

ときは20，000円）としている。

　2ページの表④のとおり、4月～11月の人間ドック検査費用別の状況では、利用額が

確定した297人の平均利用額は50，418円、平均利用額の1／2の額は25，209円となり、

助成金の上限額20，　000　Rを超えている。

　平均して、「2分（blに相当する額」の助成となっていないため、上限額を25，　000円

に変更する。

　現時点での半額助成者の割合は13．9°／・（41／297人）であるが、25，000円にした場合

は56．7％（168／297人）となり、半数以上が半額助成となる。

　なお、千葉県内市町村における助成金の上限額については、下表のとおり、20，　000

円以下は1／4程度、53市町村中13市となっている。

◇千葉県内市町村における人間ドック検査費用助成上限額の状況（平成30年度）

助成の上限額 市町村数 割合　1 市町村数 割合

1円～10，000円 1 1．9％

10，001円～15，000円 3 5．7％ 13 24．6％

15，001円～20，000円 9 η．0％

20，001円～25，000円 5 9．4％

25，001円～30，000円 7 13．2％

30，001円～40，000円 5 9．4％

40

戸

　　75．4％

40，001円～50，000円 10 18．9％

50，001円～60，000円 7 13．2％

60，001円～70，000円 6 11．3％

計 53 1．9％ 53 100．00％

1

※その他、助成なしが1市
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（4）はり、きゅう、あん摩等施設利用助成制度における変更

①助成額の変更

　現在、45歳以上の被保険者を対象に実施している、はり、きゅう、あん摩等施設利

用助成制度については、市が指定する施術所における施術につき1回800円の助成を

行っている。なお、保険適用または保険併用の施術には利用できない。

　1枚800円の利用券を、年間で最大24枚まで交付しており、1回の施術につき1枚

利用可能、年間で最大19，200円の助成となり、人間ドック検査費用助成の助成金上限

額の20，000円と同程度の助成となっている。

　人間ドック検査費用助成の助成金上限額を25，　000円に変更することから、はり、き

ゆう、あん摩等施設利用助成についても助成額を1回1，000円（年間最大24，000円）

に変更し、被保険者の健康の保持、増進のため、同制度の利用促進を図る。

人間ドック検査費用助成 はり、きゅう、あん摩等施設利用助成

30年度

1年度に1回の検査まで

検査費用の1／2の額を助成

助成の上限額20，000円

施術1回につき800円を助成

利用券1枚800円、年間で最大24枚交付

年間で最大24枚利用可（助成額19，200円）

31年度

1年度に1回の検査まで

検査費用の1／2の額を助成

助成の上限額25，000円

施術1回につき1，000円を助成

利用券1枚1，000円、年間で最大24枚交付

年間で最大24枚利用可（助成額24，000円）

1

②助成対象となる施術所の変更

　現在、助成の対象は市内の施術所に限定しており、市の指定を受けた施術所は30年

11月末現在で50、地域別の内訳は以下のとおりである。

　地域によっては施術所が少ない、あるいは全くないため、市外の施術所の利用を希

望する方も潜在的にあると考えられること、また、近隣市においては市内の施術所に

限定していない例もあることから、市外の施術所での施術も助成の対象とする。

◇野田市指定施術所数

中央 東部 南部 北部 川間 福田
関宿

北部

関宿

中部

関宿

南部
計

16 6 8 7 6 3 0 1 3 50

◇近隣市の状況
・ 市内の施術所のみ対象　　　　流山市、鎌ケ谷市、船橋市
・ 市内及び市外の施術所を対象　　柏市　我孫子市、松戸市、市川市、浦安市
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3　国民健康保険財政調整基金の活用

　平成30年度から開始した保健事業については、国民健康保険財政調整基金を活用して実

施しているところであるが、31年度についても、基金を活用して保健事業の充実を図るこ

ととする。

保健事業の内容 概算金額

1．平成30年度の新規事業等

◇人間ドック費用の助成

◇特定健康診査の無料化

◇若者健康診査の無料実施

◇健康ポイント事業

◇はり、きゅう、あん摩等施設利用助成（※）

　（※30年度以前から実施しているが、30年度から基金を活用している。）

62，000，000円

2．平成31年度の新規事業等

①特定健康診査の集団健診の実施 4，000，000円

②特定健康診査の受診勧奨音声案内の実施 3，000，000円

‘③人間ドック検査費用助成金の上限額の変更 4，000，000円

④若者健康診査の申請者見込増（H30：400人⇒H31：800人） 4，000，000円

⑤はり、きゅう、あん摩等施設利用助成制度の助成額の変更 2，000，000円

合計①＋②＋③＋④＋⑤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　， 17，000，000円

3

3．平成31年度の基金投入額（1＋2） 79，000，000円
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議題（２） 平成３１年度野田市国民健康保険料等について



平成31年度野田市国民健康保険料等について

1　国民健康保険財政調整基金の状況

　国民健康保険財政調整基金は、国民健康保険事業の健全な運営に資するために設置して

おり、平成29年度までは「医療給付費め増加等の予期せぬ支出増」や「保険料収納不足等

の予期せぬ収入減」等のために活用するものとされていた。

　30年度からの国保広域化により、県が国保財政運営の責任主体となり、県において「千

葉県国民健康保険財政安定化基金」が設置されたことから、医療給付費増加のリスクを市

町村が負う必要はなくなったが、保険料収納不足等の予期せぬ収入減に対応するため、引

き続き財政調整基金を保有し、国保財政基盤の安定化のために活用することが必要である。

　なお、千葉県国民健康保険財政安定化基金の29年度末残高は約134億円となり、保険料

収納不足等の場合、市は県の財政安定化基金から貸し付けを受けることができるが、翌々

年度以降に県に償還することが必要となる。

（1）県内市町村における財政調整基金の状況

　平成29年度決算によると、野田市の財政調整基金保有額は2，068，　404，960円で、高額順

で県内54市町村中3位となる。

　また、基金保有額を29年度平均被保険者数で除算した「被保険者一人当たり基金保有額」

については、野田市は高額順で県内54市町村中6位となる。《13ページ参照》

｛　平成29年度の被保険者一人当たりの基金保有額　l

l　◇野田市　　　　　　　　　　　48，454円　l

l　◇千葉県内各市町村の数値の平均　20，171円　1

（2）財政調整基金の適正額の考え方

　財政調整基金については、国保広域化以降、県の財政安定化基金がその役割を担うこと

となったため、保有すべき額の基準が示されていない。

　従って、県内市町村における平成29年度の被保険者一人当たりの保有額の平均値である

20，　171円に、29年度平均被保険者数42，　688人を乗算した861，059，648円（端数切上9億

円）が、現時点における基金保有額の適正額と考えたい。　・

　なお、適正額は、前年度決算数値（県内市町村の保有額及び被保険者数）を基準として、

毎年度算出することとする。
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（3）財政調整基金の今後の活用

　平成30年11月末現在、野田市の基金保有額は3，094，510，159円となり、30年度予算で

取り崩し額（繰入額）を601，700，000円として計上しているが、実際には3億円程度を取

り崩す見込みとなる。従って、30億円から3億円を差し引き、30年度末保有額は27億円、

基金保有額の適正額9億円との差額18億円が、現時点において基金投入が可能な額と考え

　このことから30年度と同様に、31年度についても基金を投入して保険料率の減額と保

健事業の充実を図ることとする。なお、29年度決算の剰余金として30年度に約10億円を

基金に積み立てたことから、31年度の基金投入額は10億円を基準として考える。

◇基金投入額の案

平成31年度の基金投入額 約10億円

・保険料率の減額 ・約9億2千万円　　　　　　　　　　’

・ 保健事業の充実 ・ 約8千万円

平成32年度以降の基金投入額 32年度以降については、毎年度、基金保有額の適正額

を算出し、基金投入額を判断する。
（適正額は県内市町村の前年度決算数値を基に算出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

〈参考〉 〈予算額〉

平成30年度の基金投入額 約6億円
・ 保険料率の減額 ・ 約5億4千万円（537，000，000円）

・ 保健事業の充実 ・ 約6千万円（62，℃00，000円）

◇国民健康保険財政調整基金の状況 （円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

　　　　1
前年度末残高 371，060，996 685，805，996 910，131，996 968，307，960 2，068，404，960

剰余金積立額 850，000，000 650，000，000 650，000，000 1，100，000，000 1，026，105，199積
立
額 利子積立額 866，000 1，326，000 1，175，964 97，000 466，000

繰入額（取崩額） 536，121，000 427，000，000 593，000，000 0 305，600，000

当年度末残高 685，805，996 910，131，996 968，307，960 2，068，404，960 2，789，376，159

※30年度の繰入額、当年度末残高は見込額

12



国民健康保険財政調整基金の状況（千葉県内市町村）

市町村名
　平成29年度

平均被保険者数
　　（人）

国保財政調整基金
保有額（29年度決算）

　　　（円）

国保財政調整

基金保有額

　　順位

被保険者一人当
たり基金保有額

　　（円）

被保険者一人当
たり基金保有額

　　順位

九十九里町 5354 395758000 14 73918．19 1

富津市 12871 876258876 7 68080．09 2

酒々井町 5565 294076436 20 5284392 3

東庄町 4564 240000000 23 5258545 4

御宿町 2719 135619718 25 49878．53 5

野田市 、　　　42688 2068404960 3　　・ 4845401 6

町 2546 12f　278388 27 4763487 7

香取市 23340 893．026139 6 38261．62 8

茂原市 24465 931715731 5 3808362 9

南房総市 12720 438577436 12 34479．36 10

白子町 3799 121397000 26 3195499 11

匝瑳市 12116 378．516526 16 31241．05 12

松戸市 117583 3563655000 1 3030757 13

芝山町 2449 74178000 35 30289．10 14

館山 14424 427278313 13 29622．73 15

神崎町 1747 50448206 39 28877．05 16

柏市 95910 2707458234 2 28229」5 17

大多童町 2814 76566000 34 2720896 佃
山武市 17，705 48②030680 11 27112．72 19

いすみ市 12857 347．447000 17 27023．96 20

東金市 18339 481742528 10 26268．75 21

柄町 2187 55675689 38 2545756 22

旭市 21949 555798395 8 25322．27 23

四街道市 23186 529035938 9 2281704 24

生村 4掴0 87228000 31 21223．36 25

大，白里市 14037 285，726，736 21 20355．26 26

富里市 15，763 263．460826 22 16713．88 27

長南町 2361 39138950 40 16，577．28 28

睦沢町 2，173 35479，076 41 16327．23 29

多古町 ・　　　　　4818 74招5，642 36 で5，387．22 30

栄町 6216 93344000 30 1501673 31

勝浦市 5β08 80000000 32 13．77410 32
鎌ケ谷市 27443 300786，557 19 10960．41 33

八千代市 40959 318524402 18 7776．66 34

船橋市 135361 1033700116 4 7636．62 35

白井市 14752 109102，】37 29 7395．75 36

袖ケ浦市 15128 637208で0 37 4212」1 37

流山市 37250 143685000 24 3857．32 38

我孫子市 31466 120000000 28 381364 39

市川市 104967 390266185 15 3717．99 40

一宮町 3β20 12240，000 44 3204．19 41

鴨川市 9460 2100α419 42 2，219．92 42

佐倉市 44160 7778qoOO 33 1，76t32 43

印西市 20033 20722，990 43 1．03444 44

木更津市 32682 4132，150 45 126．44 45

浦安市 30432 2618，854 46 86．06 46

君津市 21257 1143798 48 53．81 47

習志野市 33069 1146035 47 3466 48

成田市 31368 491024 49 15．65 49

横芝光町　’ 7695 43，000 50 5．59 50

銚子市 20081 1，023 5f 0．05 51

八街市 22438 895 52 0．04 52

千葉市 215，988 0 53 0．00 53

’　、
71538 0 53 0．00 53
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2　保険料率の状況

　野田市の保険税率については、平成23年度以降は改定が行われていない状況であったが、

30年度からの国保の広域化に合わせて保険税から保険料に変更し、財政調整基金を活用し

て保険料率の引き下げを行ったところである。　　　　　　　　・

　なお、千葉県が毎年、標準保険料率を示すことから、市の保険料率についても、毎年検

討することとしている。

◇野田市の保険料率の推移

医療分 支援分 介護分

年度
所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 均等割 所得割 均等割

19 8．20％ 15．00％ 21，500円 19，000円 一 一
1．40％ 11，500円

20 6．45％
↓

15，500円
↓

t75％ 6，000円
↓ ↓

21 6．66％ 7．50％ 18，600円
↓

t80％ 7，300円
↓ ↓

22－29 7．16％ 5．00％ 26200円 25，000円 t84％ 10，000円 t50％ 12，200円

30 5．50％
一 14，000円 34，000円 2．75％ 11，800円 2．24％ 13，300円

※20年度は後期高齢者支援制度の創設により変更したもので、総額の率等の変更は行っていない。

※30年度から医療分の資産割を廃止。

3　千葉県の仮係数に基づく算定結果

　平成30年11月に、仮係数による試算に基づく31年度の事業納付金及び標準保険料率が

千葉県より示された。野田市の状況は下表のとおりとなる。　　　　　　　　　　‘

　なお、今回の仮係数による試算については、31年10月に予定されている消費税率引き

上げ（8％⇒10°／・）による診療報酬改定等及び薬価引き下げの影響が加味されていない。

　これらを加味した確定計数による試算結果は、31年1月上旬に示される予定である。

平成30年度保険料率① 平成31年度標準保険料率② 差引②一①

応能 応益 応能 応益 応能 応益

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割

医療分 5．50％ 14，000円 34，000円 7．17％ 15，956円 37，242円 t67％ t956円 3，242円

支援分 2．75％ 11，800円 2．85％ 1毛909円 0」0％ 109円

介護分 2．24％ 13，300円 1．95％ 11．263円 泊．29％ 一2，037円

医療分＋支援分 8．25％ 25，800円 34，000円 重0．02％ 27，865円 37242円 t77％ 2，065円 3，242円

医療分＋支援分＋介護分 10．49％ 39，100円 34，000円 11．97％ 39，128円 37，242円 1．48％ 28円 3，242円

事業納付金 5」40，817，498円 5，056」61，940円 一84，655，558円
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4　基金投入によるシミュレーションの考え方

（1）国保加入者の所得状況

　　野田市の国保加入者の所得階層別世帯数の状況では、300万円以下の世帯が約9割を占

　めており、低所得世帯の割合が高い状況となっている。

◇国保加入者の所得階層別世帯数　　　　（平成31年度の推計）

所得階層 世帯数 割合 割合累計

未申告または0円 7，260世帯 30．20％

1円～33万円 L864世帯 7．76％

37．96％

～伯0万円 3，896世帯 16．21％

～ 200万円 5，479世帯 22．79％ 5α91％

～ 300万円 2，862世帯 1t91％

～400万円 1，217世帯 5．06％

～ 500万円 5力世帯 2．38％

～ 600万円 295世帯 1．23％

～ 700万円 164世帯 0．68％

～ 800万円 95世帯 0．40％

11．13％

～ 900万円 65世帯 0．27％

～ 1ρ00万円 51世帯 0．21％

1ρ00万円超 217世帯 0．90％

合計 24，036世帯 100．00％ 100．00％
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（2）近隣市の保険料率の状況

　17ページの「近隣市における平成30年度保険料率の状況」から、野田市の応益割（均

等割・平等割）が高いことがわかる。このことからも、野田市の低所得世帯や多人数世

帯の負担は近隣市より大きく、このような状況を考慮し、シミュレーションを行う前提

条件は以下のとおりとする。

一一■一一一一一一一一一一一．一．興一工一一一一已一・已・一一・一一一工一一一㎏・・一一一・一一一一一一・一一禄一“・一一一一一一一一一一・■一一一一一一一一・一・一一一叩一一工一一一一一一一一一一・・一一四一一一一一一一一開一一一 rl
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

オ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　タ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ

l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

l①低所得世帯や多人数世帯の負担を軽減する。　　　　　　　　　　　　　1
’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ

｛②できるだけ多くの世帯の負担を軽減する。　　　　　　　　　　　　　　l
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ

1③応能割（所得割）の割合を増やす。ただし、約9割を占める300万円以下の　1
；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！

｛　　世帯の保険料が増額とならないように考慮する。　　　　　　　　　　　　　｛
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　‘
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

L・垣・．・・舗・・一一・・．．．ロロー声垣・．台・・．．・ロ・・ロー一ロー一・一…　“斑・蛤・．”・・．・…　．・・．・・…　　吟・．・．・・．・湧，一一■一一＝已已・・．・・s“・■．・．s・．・…　．・・一．ロー一μ一一已一・垣・・・・・・・…　s“・．・一一垣一一肩・已白■一一一一一頃一已ぬ一・一声
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